
公共事業新規箇所評価調書 （様式４）

評価確定日（令和７年８月４日）

事業コード R7－建－新－01 区 分 ● 国庫補助 ○ 県単独

事 業 名 重要港湾改修事業 部局課室名 建設部 港湾空港課

事 業 種 別 岸壁 チ ー ム 名 港湾チーム (tel)018-860-2543

路 線 名 等 秋田港 担当課長名 港湾空港課 課長 千葉 政幸

箇 所 名 飯島地区 担 当 者 名 港湾チームリーダー 越前 真人

戦 略 防災減災・交通基盤
プラン

目 指 す 姿 強靱な県土の実現と防災力の強化
との関連

施策の方向性 災害に対応できる道路、鉄道等の交通基盤の整備

１．事業の概要

事 業 期 間 R8 ～ R12（5年） 総事業費 17.0 億円 国庫補助率 50.00

事 業 規 模 岸壁(-6.5m) L=145m、泊地(-6.5m) A=0.6ha、岸壁(-5.0m) L=155m

○ 平成30年6月に改訂した港湾計画において、近年増加するクルーズ船の受入体制を強化するため
の観光拠点やフェリー貨物等の効率的な荷さばきを行うための物流拠点の整備、また、近年多発す

事業の立案 る豪雨や地震災害に対応した防災対応能力向上のため、ふ頭の再編を行い、港湾機能強化を図るこ
に至る背景 ととしている。

○ 秋田県沖において、全国最多の４海域が洋上風力発電整備を促進する区域として指定されている
ことから、洋上風力発電事業実施の拠点及び今後のメンテナンス拠点として整備を行う必要があ
る。

○ 観光・物流拠点機能の向上（ふ頭の再編）
事 業 目 的 ○ 防災対応能力の向上

○ 港湾内利用船舶の安全性向上

全 体 Ｒ ８ 年 度 Ｒ ９ 年 度 Ｒ １ ０ 年 度 Ｒ１１年度以降
事 業 費 1,700,000 100,000 300,000 300,000 1,000,000
経 費 工 事 費 1,600,000 0 300,000 300,000 1,000,000

用 補 費 0 0 0 0 0
事業費内訳 内 訳 そ の 他 100,000 100,000 0 0 0

財 源 国 庫 補 助 850,000 50,000 150,000 150,000 500,000
事 業 内 容 県 債 688,500 40,500 121,500 121,500 405,000

内 訳 そ の 他 85,000 5,000 15,000 15,000 50,000
(単位:千円) 一 般 財 源 76,500 4,500 13,500 13,500 45,000

測量設計 岸壁工事 岸壁工事 岸壁工事
事 業 内 容 土質調査 泊地浚渫

令和６年度 港湾内施設配置検討業務
調 査 経 緯

上位計画で ○ 新秋田元気創造プランにおいて、「災害時に対応できる道路、鉄道等の交通基盤整備」、「港湾施
設の整備」に該当する。

の位置付け ○ 秋田県秋田港港湾計画に位置付けている整備である。

関連プロジ ○ 秋田港本港地区岸壁及び背後埋立事業 令和１０年代前半完成予定
○ 秋田港基地港湾整備（国事業） 令和２年度完成

ェクト等

事業を取り ○ 海難事案等への対応力強化のため、大型巡視船が導入予定となっている。
巻く情勢の ○ 秋田県沖で実施される洋上風力発電事業の促進を図る上で、新規岸壁整備へのニーズが高まって
変化 いる。

指 標 名 秋田港将来貨物量
事業効果把 指 標 式 将来貨物量／取扱貨物量

指標の種類 ● 成果指標 ○ 業績指標 低減指標の有無 ○ 有 ● 無
握の手法 目 標 値 ａ １００．０％ （Ｒ１５末） データ等の出典 秋田県秋田港港湾計画

実 績 値 ｂ ８８．５％ （Ｒ ５末）
達成率ｂ／ａ ８８．５％ 把握の時期 平成３０年６月
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事業コード（ R7-建-新-01 ）
２．所管課の１次評価 箇所名 （ 秋田港飯島地区 ）

観 点 評価の内容（特記事項） 評 価 点

○ 秋田海上保安部は秋田港を基地港として、秋田県沖合約70海里の海面の巡視活動を行
っている。秋田港内に大型巡視船を係留できる代替え岸壁はなく、海難事案等発生時は

必 要 性 緊急出動が必要であるため、他港を拠点とした活動は困難である。 ２０点
○ 秋田県沖において、洋上風力発電事業の建設工事やメンテナンスが計画されているた

め、関連する船舶係留岸壁の必要性は高い。

○ 秋田県沿岸の海難事案等への対応力強化や、大型船座礁に対応するための曳航救助能
力強化、近年多発している自然災害への対応力強化のため、大型巡視船係留可能な岸壁

緊 急 性 の早期の整備が求められる。 ２０点
○ 秋田県沖の洋上風力発電事業について、建設工事においても利用があるため、岸壁整

備を早期に行う必要がある。

○ 港湾機能の強化は、本県産業の成長を後押しすることに繋がることから、有効性は高
い。

有 効 性 ○ 本県のカーボンニュートラル実現に向けた施策を進めることから有効性は高い。 １５点

○ 事業の費用便益比は２．０であり効率性は高い。
・総費用の現在価値 １４．８億円

効 率 性 ・総便益の現在価値 ３０．２億円 ２０点

○ 港湾利用者から岸壁整備による港湾機能の強化について要望されている。
○ 港湾計画改訂時の地方港湾審議会等により、関係者の合意を得られている。

熟 度 ９点

ランク （ ●Ⅰ ○Ⅱ ○Ⅲ ）

判 定 「必要性」や「有効性」及び「効率性」が特に高い点数となっており、港湾機能強化に ８４点
向け事業を実施すべきと考える。

● 選定 ○ 改善して選定 ○ 保留

総 合 評 価 評価結果から、事業を実施すべきと考える。

３．財政課長意見

・本港地区の整備が令和8年度以降も継続する状況を鑑みると、今回の新規箇所は既存岸壁をもって効率的な運用
が可能であり、事業費の平準化の観点から緊急性は低いと考える。

・なお、新規箇所の選定にあたっては、建設コストの回収見込等を踏まえ、適切に判断すること。

４．最終評価（新規箇所選定会議）

総 合 評 価 ● 選定 ○ 改善して選定 ○ 保留

事業実施は妥当である。

５．評価結果の当該事業への反映状況等（対応方針）

計画的な実施に努める。

６．公共事業評価専門委員会意見

県の対応方針を可とする。
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別表５（37）

公共事業箇所評価基準

評価種別 新規箇所評価
適用基準名

１．評価内訳
観 点 　評価項目　　細別 配　点 評価点 摘　　要

必要性

代替手段の有無 手段に代替性がなく妥当である 10

手段には代替性がないが改善の余地がある 5

他の手段と比較検討の余地がある 3

現状の課題把握とニーズの適合性

県民、港湾利用者のニーズを把握していない 0

県関与の必要性 法令等で県が実施する事業 5

県が実施すべき広域的な事業 3

県が実施した方が望ましい事業 1

30 20

緊急性

事業を実施しない場合の影響 事業効果等に鑑み、県民や港湾利用者への影響等が大きい 12

事業効果や効率性への影響等が小さい 0

他事業との関連 他事業と関連しており、緊急性が高い 8

他事業と関連しているが、緊急性は低い 4

他事業との関連はない 0

20 20

有効性

効果にかかる指標を設定し、定量的な把握をしている 10

効果について定性的な把握をしている 5

事業実施による効果が把握されていない 0

港湾計画における事業箇所の位置付け 5

0

15 15

効率性

費用便益比（Ｂ／Ｃ） 1.0以上 12

1.0未満 0

コスト縮減の検討状況 十分なコスト縮減が図られている 8

コスト縮減について、将来改善の余地がある 4

コスト縮減が図られていない 0

20 20

熟　度

周辺市町村から県、国等への要望の有無 あり 3

なし 0

同盟会・協議会等の設立、要望活動の有無 あり 3

なし 0

地元住民による反対運動の有無 なし 3

あり 0

輸送機関、漁業、港湾関係企業等の調整 調整済み又は順調に調整が進んでいる 3

未調整 0

その他の協力体制の有無 あり 3

なし 0

15 9

合　計 100 84

２．判　　定
ランク 配　　点 判定

Ⅰ ８０点以上

Ⅱ ６０点以上８０点未満

Ⅲ ６０点未満

公共事業箇所評価基準

事業コード （　R7-建-新-01  　 ）
港湾事業 箇 所 名  （　秋田港飯島地区　）

港湾計画に具体的に位置付けられている施設である

港湾計画に具体的に位置付けられていない施設である

評価基準

事業の必要性

計

事業未実施の影響

他事業との関連

計

判定内容 摘　　要

優先度がかなり高い

優先度が高い

優先度が低い

5
通常利用されている岸壁に
係留する必要があり、代替
施設がない。

港湾計画に対するヒアリング等で県民、港湾利用者の具体
的なニーズを把握しており、ニーズが高い事業である

15

港湾計画に対するヒアリング等で県民、港湾利用者の具体
的なニーズを把握しており、ニーズはある

10

港湾計画に対するヒアリング等で県民、港湾利用者の具体
的なニーズを把握しているが、一部のニーズである

5

5
法令等で県が実施する事業
である。

12

秋田県周辺海域における海
難事案等の対応に必要な事
業であり、県民、港湾利用
者等への影響が大きい

県民や港湾利用者への影響等は小さいが事業実施の好機で
ある

6

8

0

他事業と関連し緊急性が高
い。

地域経済の活性化、港の利活用促進に関す
る効果 10

県内の経済活性化、港湾の
利用促進に繋がる。

5
港湾計画において具体的に
位置付けられている。

計

事業の投資効果

事業実施コストの縮減

計

要望等の状況

計

期待される効果

港湾計画との関連性

0

Ⅰ
判定ランクⅠであり、事業実施箇所としての優先度はかなり
高く、事業を実施すべきである。

10
特に港湾利用者からのニー
ズが高い事業である。

3
秋田海上保安部、各団体よ
り要望を受けている

3

3
港湾計画改訂により調整済
み。

12 B/C2.0

8

岸壁の増深に当たり既設構
造の撤去を最低限とし、コ
スト縮減を考慮した計画で
ある。
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